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平取ダム事業平取ダム事業 点検の趣旨等点検の趣旨等

○ 点検の対象○ 点検の対象
◆ 「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、今回の「検討の場」で

は、総事業費、工期の点検を実施。
◆ 堆砂計画 その他計画の前提とな ているデ タについては 次回以降の「検討の場 で点検の◆ 堆砂計画、その他計画の前提となっているデータについては、次回以降の「検討の場」で点検の

考え方及び点検結果を説明する予定。このため、今回の点検は中間的な整理。

基本計画等の作成又は変更から長期間が経過しているダム事業については、必要に応じ総事業費、

堆砂計画、工期や過去の洪水実績など計画の前提となっているデータ等について詳細に点検を行う。

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」 第４ 再評価の視点１（１）①より「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」 第４ 再評価の視点１（１）①より

○ 点検の趣旨○ 点検の趣旨
◆ 今回の検証のプロセスに位置づけられている「検証対象ダム事業等の点検」の一環として行っ

ているもの。
◆ 現在保有している技術情報等の範囲内で 今後の方向性に関する判断とは一切関わりなく◆ 現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の方向性に関する判断とは 切関わりなく、

現在の事業計画を検討するもの。
◆ また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策（代替案）の

いずれの検討に当たっても、コスト縮減や工期の短縮などの期待的要素は含まないこととしている。いずれの検討に当たっても、コスト縮減や工期の短縮などの期待的要素は含まないこととしている。
◆ なお、検証の結論に沿っていずれかの対策を実施する場合も、実際の施工に当たってはさらな

るコスト縮減に対して最大限の努力をすることとしている。
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平取ダム事業平取ダム事業 点検の考え方点検の考え方

○ 総事業費の点検の考え方
 現基本計画（平成19年7月変更）以降、現時点までに得られている調査・設計、工事進ちょく等の新た

な情報を踏まえ、平成22年度以降の残事業について以下の観点から算定。

○ 総事業費の点検の考え方

●実施済額（平成21年迄）について契約実績を反映。

●付替道路工事の実施設計など、設計精度が向上した項目について反映。

●検証による中断・工期延伸に伴うコストについて、検証完了時期を想定して反映。

（継続調査（水理水文調査、環境調査等）、事務費（人件費、庁費等）等）

●物価の変動について反映。

 現基本計画（平成19年7月変更）に設定した工期を対象に点検。

○ 工期の点検の考え方

 この点検においては、検証が平成24年度予算に反映出来る時期までに完了すると仮定。その後、平成24
年度から計画的に事業を進めるために必要な予算が確保されることを仮定し、工期を点検。



33 平取ダム概要平取ダム概要
●場 所

第1回 沙流川総合開発事業平取
ダムの関係地方公共団体からなる
検討の場 資料より抜粋

平取ダム位置図●場 所

北海道沙流郡平取町（沙流川水系額平川）

●目 的

・洪水調節

平取ダム位置図

平取ダムの建設される地点における計画高水流量毎秒2,050立方

メートルのうち、毎秒1,750立方メートルの洪水調節を行う。

・流水の正常な機能の維持

下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る

二風谷ダム
（完成）

平取町

日高町

下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る。

・水道

平取町に対し、新たに1日最大1,200立方メートル、日高町に対し、

新たに1日最大1,400立方メートルの水道用水の取水を可能ならしめ

る

平取ダム

平取（基準地点）

日高町

平取ダム貯水池容量配分図

る。 0 10 20 30 (km)0 10 20 30 (km)
日高町

平取ダム 平取ダム諸元
堤高 ：56.5m
堤頂長：約600m
型式 ：重力式コンクリートダム



44 平取ダム事業の経緯平取ダム事業の経緯
昭和４８年 ４月 ・実施計画調査着手

第1回 沙流川総合開発事業平取
ダムの関係地方公共団体からなる
検討の場 資料より抜粋

昭和 年 月 実施計画調査着手

昭和５７年 ４月 ・建設事業着手

昭和５８年 ３月 ・「二風谷ダム及び平取ダムの建設に関する基本計画」策定

（総事業費：約540億円 予定工期：昭和66年度）

昭和５９年 ３月 ・損失補償基準妥結

平成 ６年 ４月 ・「二風谷ダム及び平取ダムの建設に関する基本計画」変更（第１回）

（総事業費：約920億円 予定工期：平成16年度 変更概要：事業費・工期の変更）

成 年 ダ 事業審議委 会 終答申平成 ９年 ７月 ・ダム事業審議委員会最終答申

平成１０年 ３月 ・二風谷ダム完成

平成１１年１２月 ・「沙流川水系河川整備基本方針」策定

平成１４年 ７月 「沙流川水系河川整備計画 策定平成１４年 ７月 ・「沙流川水系河川整備計画」策定

７月 ・事業再評価

平成１５年 ８月 ・前線及び台風10号による洪水（戦後最大）

平成１７年１１月 「沙流川水系河川整備基本方針」変更平成１７年１１月 ・「沙流川水系河川整備基本方針」変更

平成１９年 ３月 ・「沙流川水系河川整備計画」変更

７月 ・「二風谷ダム及び平取ダムの建設に関する基本計画」変更（第２回）

総事業費：約1 313億円 予定工期：平成28年度総事業費：約1,313億円 予定工期：平成28年度

変更概要：利水計画の変更（かんがい・工業用水の撤退、水道の減量、平取発電所のとりやめ）

治水計画の変更、事業費・工期の変更

１０月 ・事業再評価

１１月 ・平取ダム付替道路工事着手

平成２１年 ７月 ・事業再評価

平成２１年１２月 ・検証の対象となるダム事業に区分



55 平取ダム事業平取ダム事業 進ちょく状況進ちょく状況
◆沙流川総合開発事業は 総事業費約1 313億円 そのうち二風谷ダムで約740億円

第1回 沙流川総合開発事業平取
ダムの関係地方公共団体からなる
検討の場 資料より抜粋

◆沙流川総合開発事業は、総事業費約1,313億円。そのうち二風谷ダムで約740億円。
平取ダムは、総事業費約573億円のうち、平成21年度末で約217億円（約38％）の進ちょく。

（平成２２年度現在）

豊糠地区
とよぬか

凡 例

工事中又は完成

未整備箇所額平川

芽生地区
め む

付替道道宿志別振内停車場線

（平成２１年度末）

付替道道芽生貫気別線（宿主別橋）

水没移転家屋
（１７戸）

用地取得（３５４ha） ９６％（３４０ha）

１００％（１７戸）

（内、民有地３４０ha） （内、民地３４０haは１００％取得済み）

付替道路
（５．５ｋｍ）

（１７戸）
１００％（１７戸）

２７％（１．５ｋｍ）



66 平取ダムの残事業平取ダムの残事業

今後施工今後施工

工事用道路（現場内）

掘削した土砂やダ
ムに必要な材料を

額平川運ぶためのトラッ
クなどの通る道路
をつくる。

額平川

仮設備

ダム工事に必要なコンクリートをつくる機械、
汚れた水をきれいにする機械、それらに電気
を送る機器などを設置する。これらの機械は
工事の期間だけ設置し、工事が終わると撤
去するので 「仮設備」と呼び 設置する場所

凡 例

工事中又は完成

未整備箇所

（平成２２年度現在）

去するので、「仮設備」と呼び、設置する場所
は「仮設備ヤード」と呼ぶ。

ダム基礎掘削 仮水路 基礎処理工 コンクリート打設 管理設備

未整備箇所

ダムが接してもよい基礎地盤まで、川の
底や山の斜面の柔らかい土や岩盤を取
り除き、コンクリートが接する部分の掃
除をする。

ダムをつくるところに川があるとダムをつく
ることができないので、安全に工事ができ
る場所に水路をつくり、流れをかえる。

基礎地盤の割れ目を水が流れないよ
うに、事前に割れ目にセメントを流し込
み、水が漏れないようにする。

コンクリートをダンプトラックや
ケーブルクレーンで運び、ダム
の形に固める。

最後に、ダムの的確な運用のため、
管理設備（ダムに異常がないか計る
ための機器や、川の水位を計る機器
など）を設置する。



77 残事業の内容と残事業費（点検対象）残事業の内容と残事業費（点検対象）
現計画における平成２２年度以降の残事業費

単位（億円）
現計画における平成２２年度以降の残事業費

項 細目 種別 残事業の内容
残事業費

（点検対象）

建設費 327

工事費 253

ダム費
転流工、掘削工、基礎処理工、堤体工、放流設備工、
諸工事、付属設備等

188

管理設備費
通信・警報・観測設備、放流制御設備、電気設備、管理用建物、
諸設備等

33

仮設備費 ダム用仮設備、工事用道路等 33

測量設計費 測量 地質調査 水理水文調査 環境調査 設計委託等 29測量設計費 測量、地質調査、水理水文調査、環境調査、設計委託等 29

用地及び補償費 39

用地費及び補償費 一般補償、公共補償等 9

補償工事費 付替道路工 30

生活再建費 0

船舶及び機械器具費 機器修理費等 5船舶及び機械器具費 機器修理費等 5

営繕費 事務所修繕費等 1

宿舎費 宿舎修繕費等 1

※四捨五入の関係で合計と一致しない場合がある。

事務費等 人件費、庁費等 28

合計 356



88

点検の結果 残事業費は約352億円となり 実施済額を合わせた額は約573億円以下

残事業費の点検結果残事業費の点検結果

単位【億円】

点検の結果、残事業費は約352億円となり、実施済額を合わせた額は約573億円以下。

項 細目 種別
平成21年度迄
実施済み額

残事業費
［点検対象］

残事業費
［点検結果］

左記の変動要因 今後の変動要素の分析評価

建設費 199 327 320

工事費 55 253 251

ダム費 55 188 188
堤体工の物価変動による増（約4億円の増）
放流設備工の物価変動による減（約3億円の減）
諸工事の物価変動による減（約1億円の減）

実施設計により、実施内容や仕様の変更が生じる可能性がある。
諸工事の物価変動による減（約1億円の減）

管理設備費 0 33 32 管理設備の物価変動による減（約1億円の減） 実施設計により、実施内容や仕様の変更が生じる可能性がある。

仮設備費 0 33 31
ダム用仮設備の物価変動による減（約1億円の減）
工事用道路の物価変動による減（約1億円の減）

実施設計により、実施内容や仕様の変更が生じる可能性がある。

測量設計費 95 29 33
検証により工期が延伸となる期間の継続的な調査に要する増
（約4億円の増）

検証によるさらなる工期延伸等があった場合、増加の可能性がある。

用地及び補償費 46 39 29

用地及び補償費 20 9 1 協議による補償面積の減（約8億円の減） 今後大きな変動はない。なお、民有地の取得は終了している。

補償工事費 26 30 29 付替道路工の設計の進ち くによる減（約1億円の減） 施工時に数量増減や仕様の変更が生じる可能性がある補償工事費 26 30 29 付替道路工の設計の進ちょくによる減（約1億円の減） 施工時に数量増減や仕様の変更が生じる可能性がある。

生活再建費 0 0 0

船舶及び機械器具費 2 5 6 検証により工期が延伸となる期間の増（約1億円の増） 検証によるさらなる工期延伸等があった場合、増加の可能性がある。

営繕費 1 1 1 検証によるさらなる工期延伸等があった場合、増加の可能性がある。

宿舎費 1 1 1 検証によるさらなる工期延伸等があった場合、増加の可能性がある。

事務費等 19 28 32 検証により工期が延伸となる期間の増（約4億円の増） 検証によるさらなる工期延伸等があった場合、増加の可能性がある。

合計 217 356 352

※検証によるさらなる工期遅延があった場合、継続調査や事務費など、年間約４億円の増となる。

※四捨五入の関係で合計と一致しない場合がある。

※堆砂計画やその計画の前提となっているデータの今後の点検結果によっては、ダムの諸元が変わる可能性がある。
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現計画の工期は 4週6休として施工期間を設定し 本体工事着手後 7年で完成することで工

工期の点検結果工期の点検結果

現計画の工期は、4週6休として施工期間を設定し、本体工事着手後、7年で完成することで工
期を決定。

本体工事に係る実施内容の変更はなく、本体工事に要する工期には変更はない。
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Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ３０Ｈ２８ Ｈ２９Ｈ２７

6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3

転流工

3年 4年1年 2年 7年5年 6年

公告 契約

基礎掘削

基礎処理

本
体

公告 契約

本体打設
堤体工

放流設備

仮設備

体
工
事
費
等

設置 撤去

製作・据付

本体打設

冬期休工 冬期休工冬期休工

仮設備

管理設備

試験湛水
試験湛水

通信警報観測設備、管理棟等

試験湛水

補償等 付替道路
付替道道、付替町道

※検証の進ちょく、予算上の制約や入札手続きの状況等によっては、点検内容の通りとはならない場合がある。


